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最新の動向（令和５年６月以降）

No 日付 主務 内容

１ 令和５年６月16日 デジタル庁
新規 「標準仕様書の改定・運用に関する考え方」
改定 「標準仕様書間の横並び調整方針について」
新規 「データ要件・連携要件の運用について」

２ 令和５年６月30日 デジタル庁

新規 「文字要件説明資料」
新規 「データ要件・連携要件における適合確認試験の全体像」
正誤 「一部の業務のデータ要件・連携要件各論」
正誤 「地方公共団体情報システム共通機能標準仕様書 別紙」
改定 「地方公共団体の基幹業務システムの統一・標準化における各種IDの管理方針【第1.2

版】」
新規 「地方公共団体の基幹業務システムの標準仕様書についての全体バージョン管理」
新規 「地方公共団体の基幹業務システムの標準仕様書バージョン管理」

３ 令和５年７月14日 デジタル庁 地方公共団体情報システムにおける文字要件の運用に関する検討会（第3回）

４ 令和５年７月31日 デジタル庁 正誤 「一部の業務のデータ要件・連携要件各論」

５ 令和５年８月10日 デジタル庁 更新 「地方公共団体情報システム共通機能標準仕様書 FAQ」

６ 令和５年８月31日 厚生労働省 正誤 「障害者福祉システム標準仕様書【第2.1版】」

７ 令和５年９月１日 デジタル庁 地方公共団体の基幹業務等システムの統一・標準化に関する関係府省会議

８
令和５年９月末
予定

デジタル庁
改定 「地方公共団体情報システム共通機能標準仕様書【第2.1版】」
改定 「地方公共団体情報システムデータ要件・連携要件標準仕様書【第3.0版】」
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１．令和５年度下期に検討を要する主な論点について

○ 標準仕様書を2.1版（20230831正誤対応版）から3.0版に改定するための検討論点は以下としております。

No 検討の論点 見直しの契機 関連個所 改定時期

１
令和６年４月施行の障害者総合支援法等の一部改正の対

応
制度改正 ３頁

令和６年３月

２ 特別児童扶養手当証書の廃止に伴う対応（省令改正対応） 制度改正 ４頁

３ 指定都市要件の「再検討」等について、必要な要件を追加 制度改正以外 ５頁

４
検討の論点３で追加となった機能について、必要な機能を
指定都市以外の市区町村へ適用

制度改正以外 －

５
指定都市要件の「成案」で、2.1版に反映済の機能（３９件）
について、必要な機能を指定都市以外の市区町村へ適用

制度改正以外 ６頁

６
標準化PMOツールや関係省庁、検討会構成員からのご意
見・ご質問等を踏まえた機能の見直し

制度改正以外 ７～11頁

・「公費負担医療のオンライン資格確認の対応」については、検討中となっております。

・「精神障害者保健福祉手帳の旅客運賃の割引対応（省令改正対応）」については、鉄道事業者の運賃割引実施時期に関する国土

交通省からの回答により改定の時期は確定する予定となっております。

なお、標準化PMOツールや関係省庁、検討会構成員からのご意見・ご質問等を踏まえた正誤対応についても、正誤対応する内容を
確認する予定としております。



２．令和６年４月施行の障害者総合支援法等の一部改正の対応
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【出典】 令和５年３月10日 「障害保健福祉関係会議資料」 (1)企画課 １頁

令和６年４月１日施行分について必要な見直しを行う。

※ 「障害福祉サービス等報酬改定検討チーム」における
「報酬・基準に関する基本的な考え方の整理・取りまと
め」が令和５年12月に予定されていることから、令和６
年１月のWT以降で検討する予定。



３．特別児童扶養手当証書の廃止に伴う対応
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【出典】 令和５年３月10日 「障害保健福祉関係会議資料」 (1)企画課 １５頁

左記の記載に関する見直しを行う。

※ 11月WTで検討する予定。



４．指定都市要件の「再検討」の検討
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【出典】 令和４年11月８日 「標準仕様の指定都市における課題等検討会（第1回）」 デジタル庁

当検討の経緯は、令和４年
度下期にデジタル庁が主体
的に進めた「標準仕様の指
定都市における課題の検
討」における残課題につい
て、各業務で検討すること
となったためである。

令和５年３月31日時点にお
ける障害者福祉業務の指定
都市要件（324件）の検討
結果は以下のとおりである。

・成案：53件
うち50件は2.1版反映済
うち3件は反映見送り

・標準オプションとして成
案：0件
・再検討：265件
・不採用：3件
・その他（重複記載）：3件

上記の赤文字部分が令和５
年度下期検討の母体となる。



５．必要な機能の指定都市以外の市区町村へ適用
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2.1版に反映済の以下の指定都市向けの機能・帳票
要件（３９件）のうち、指定都市以外の市区町村へ
適用する要件を検討する。

※ １月WTで検討する予定。



６．標準化PMOツール等からのご意見・ご質問等を踏まえた機能の見直し
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No ご意見・ご質問の内容 事務局見解 ご意見元

１

8.自立支援医療（更生医療）

8.5.統計管理機能 機能ID：0220915

（別添様式2）自立支援医療における支給認定の状況 の再掲である「食事療養標準負

担額零円」については標準仕様書記載の管理項目、データ要件に相当する項目がない

ため、集計対象外としてよいかご教示いただきたい。

以下資料において「食事療養費の免除に該当する場合は、その旨を受給者証及び管理

票に記載すれば良いものとする」となっているが、現在の標準仕様書記載の管理項目、

データ要件に相当する項目がないため、帳票への印字、集計することができないため

※資料

自立支援医療に係る生活保護移行防止策（生保減免）について

平成１８年２月１０日 厚生労働省障害保健福祉部精神保健福祉課 発出

https://www.pref.okinawa.jp/site/kodomo/shogaifukushi/old/documents/siryou9(4).pdf

「食事療養標準

負担額零円該当

フラグ」といった

管理項目を追加

し、集計できるよ

うに対応する必

要があると考え

ております。

検討課題一覧
No.９

２

2.身体障害者手帳

2.5.集計表作成機能 機能ID：0220269

福祉行政報告例第14表の再掲である「糖尿病を主原因とする」については、標準仕様書

記載の管理項目、データ要件に相当する項目がないため、集計対象外としてよいかご

教示いただきたい。

福祉行政報告例第14表の再掲である「糖尿病を主原因とする」は、現在の標準仕様書

記載の管理項目、データ要件からは再掲不能なため。

「障害部位ごとの

視覚障害（糖尿

病主原因）該当フ

ラグ」といった管

理項目を追加し、

集計できるように

対応する必要が

あると考えており

ます。

検討課題一覧
No.10



６．標準化PMOツール等からのご意見・ご質問等を踏まえた機能の見直し
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No ご意見・ご質問の内容 事務局見解 ご意見元

３

帳票ID：0220105

福祉サービスの事務処理要領において、暫定支給対象者については決定通知書中に"

「支給決定期間のうち令和○年○月○日から令和○年○月○日までは暫定支給決定

期間とする。」旨とともに、暫定支給決定期間中のアセスメントにより、サービス利用の

継続による改善効果が見込まれない場合は支給決定を取り消すことがある旨を記載"

することになっております。

現在の帳票詳細要件には本内容の記載が無いため、印字する必要があれば、帳票詳

細要件に記載して頂きたい。

なお、決定通知書内の「特記事項」は受給者証（六）面の特記事項の内容が印字され、

「自由記載１」は印字内容がお客様により自由に設定可能な項目であるため、暫定支給

の文言については別途印字領域を確保する必要があると考えます。

暫定支給対象者

の決定通知書へ

の印字について、

事務処理要領に

あわせた対応が

必要と考えており

ます。

検討課題一覧
No.18



６．標準化PMOツール等からのご意見・ご質問等を踏まえた機能の見直し
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No ご意見・ご質問の内容 事務局見解 ご意見元

４

障害者福祉システム間のデータ連携（身体・知的と精神保健）

障害者福祉システム標準仕様書【第2.1版】に関連し質問いたします。

当区のシステム構成は、仕様書P12にあるように、

福祉システムにおいて、身体障害、知的障害、育成医療（一部）特別児童扶養手当、審

査会システムなどに関する機能を健康管理システムにおいて、精神保健、育成医療（一

部）に関する機能を異なるベンダのシステムで管理しています。

そのため、障害者手帳の所持状況・等級などの情報がそれぞれのシステムで把握でき

る分しか確認できません。

事務上、双方の情報がそれぞれのシステムで見られるのが望ましいと考えています。

現在の機能別連携仕様では、サブユニットに関しての規定はありますが、上記のような

ケースは規定されていません。

サブユニットではない場合でも、手帳の所持情報等を互いのシステムに連携させるのは

許容されるのでしょうか。

障害者福祉システム同士の連携は想定されていないと思いますので、実装の可否、実

装する場合の注意事項等があればご教示ください。

【イメージ】

I社福祉情報システム 身体・知的・特別児童扶養手当など

↑

（それぞれの手帳情報・等級情報を連携したい）

↓

N社健康管理システム 精神保健

■機能別連携仕様で利用できそうな規定

input  : ????（代案「独自施策システムの連携」を準用し、必要な項目を持つ連携機能を

用いて連携する）

output: 庁内基幹業務システムへの情報提供のための連携インターフェース

身体障害者手帳

情報及び療育手

帳情報を健康管

理システムに提

供する機能は、

機能ID：0220028、

0220029となって

おります。健康管

理システムとして

管理する精神障

害者保健福祉手

帳情報を障害者

福祉システムに

提供する機能は、

これまでご要望・

ご意見が無かっ

たことから機能要

件に規定してお

りませんが、今後

の検討課題とさ

せていただきま

す。

検討課題一覧
No.23

※標準化PMO
ツールからの
問合せ



６．標準化PMOツール等からのご意見・ご質問等を踏まえた機能の見直し
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No ご意見・ご質問の内容 事務局見解 ご意見元

５

障害者福祉_帳票詳細要件に示される条件記載について

（別紙３）帳票詳細要件.pdf

帳票ID:0220155（高額障害児（通所・入所）給付費支給（不支

給）決定通知書）について、通番14「本人支払額」の「印字編

集条件など」欄に記載の「利用あり」「利用なし」の記載が逆

転しています。

ご指摘のとおり、記載が逆になっております

ので、読み替えて解釈していただくようお願

いいたします。仕様書の見直しについては

R5年度下期の改定にあわせて対応を検討

いたします。

検討課題一覧
No.24

※標準化PMO
ツールからの
問合せ

６

特別児童扶養手当 帳票ID:0220220 01.市町村 特別児童

扶養手当受給資格者名簿（表面）の口座情報・手当月額に

ついて、口座情報は機能ID:0221162にて、手当月額は機能

ID:0221164で機能標準オプションされていますが帳票詳細要

件のシステム印字項目が実装必須となっています。

管理項目が標準オプションであれば、印字項目も標準オプシ

ョンではないでしょうか。

ご指摘の内容につきまして、管理項目を実

装必須機能に変更すべきか、システム印字

項目を標準オプション機能に変更すべきか

等につきまして検討いたします。

検討課題一覧
No.26

※標準化PMO
ツールからの
問合せ

７

医療型個別減免対象者の自動計算について

02_障害福祉システム標準仕様書【第2.1版】（別紙２）機能・

帳票要件の機能ID:0228030について、「また、機能ID：

0220628 は、医療型個別減免対象者の場合は自動計算の

対象外とする。」とありますが、医療型個別減免対象者であ

っても機能ID：0220628の項目は自動計算が可能である認識

です。

そのため、「～自動計算の対象外としてもよい。」のような記

載に変更いただけないでしょうか。

対象外にしなければならない理由がございましたらご教授く

ださい。

機能ID:0228030の「また、機能ID：0220628 

は、医療型個別減免対象者の場合は自動

計算の対象外とする。」の記載は機能ID：

0220628の機能として医療型個別減免対象

者の場合は機能ID:0228030で定めた管理項

目がないため、自動計算の対象外である旨

を記載したものとなりますが、機能ID：

0228030への記載が不適切であり、ご意見

のように誤解を生じさせる原因となりますの

で、機能ID:0228030から記載を削除し、機能

ID：0220628へ医療型個別減免対象者の場

合は自動計算の対象外とする旨の補足を追

記する方向で検討いたします。

検討課題一覧
No.29

※標準化PMO
ツールからの
問合せ



６．標準化PMOツール等からのご意見・ご質問等を踏まえた機能の見直し
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No ご意見・ご質問の内容 事務局見解 ご意見元

８

障害者福祉システム標準仕様書第2.1版において、機能ID：0220040、

0220041で、自立支援医療の更生医療、精神通院医療の他システム

へのデータ連携を定めていますが、同じ自立支援医療である育成医

療については定めがないようです。

これは実務上必須機能ですので、標準仕様書に記載がなくても実装

しても問題ないでしょうか。不可であれば代替手段をご教示ください。

[質問の背景]

本市では自立支援医療の資格情報を他システムへ連携しており、標

準化後も同様に行う想定です。その中で、育成医療についてもデータ

連携したいと考えております。

育成医療情報の他システムへの提供機能に

つきましては、これまで意見が無かったことか

ら規定しておりませんが、更生医療、精神通

院医療と同様に他システムへ提供する機能

の追加について検討いたします。

なお、他標準準拠システムへ提供する必要が

ある場合は、利用する側のシステムの機能要

件への規定や機能別連携仕様への規定も必

要となることから、他業務側への問合せも行

っていただきますようお願いいたします。

検討課題一覧
No.32

※標準化PMOツ
ールからの問合

せ

９

標準仕様書本編P５

「独自施策項目の利用を含むパラメタ等の設定により対応可能な事

務とは、標準化対象事務とは別の申請を必要とする事務ではなく、現

物給付による事務のうち、受給者証や支給券等に上乗せの内容を合

わせて印字する必要がある事務について、障害者福祉システム標準

仕様書の規定の範囲で対応可能なものをいう。」

とありますが、この受給者証は、

・自立支援受給者証や障害福祉サービス受給者証のことでしょうか。

・それとも、地方自治体独自の受給者証のことでしょうか。

・あるいは、両方を指すものでしょうか。

支給券等の定義とそれとの関係も併せて教えてください。

受給者証とは「自立支援医療受給者証、障害

福祉サービス受給者証、補装具費支給券」を

指しており、地方自治体独自の受給者証は横

出しに当たるため該当しません。なお、標準

仕様書本編への記載内容ではわかりにくいと

のご意見ですので、記載の見直し（補記等）を

検討いたします。

検討課題一覧
No.33

標準化PMOツールやＷＴ・ベンダ構成員からのご意見・ご質問のうち、法令等により本来規定すべき機能が漏れていた・
適切ではなかった事項、平仄を合わせる事項について対応を検討する。

※ 11月WTで検討する予定。追加の事項が発生した場合は１月、２月WTにおいても検討する。


